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(57)【要約】
　本発明は、多層フィルムエレメント（１）と、その製
造方法とに関する。多層フィルムエレメント（１）は、
800μm未満の層厚を有する柔軟な誘電体基質層を含む。
多層フィルムエレメントは、さらに、第一のコイル形状
の導体（２７）がフィルムエレメントの第一の領域（７
１）に形成される、第一の導電層と、第二のコイル形状
の導体（３７）がフィルムエレメントの第一の領域（７
１）に形成される、第二の導電層とを含む。誘電体基質
層は、第一及び第二の堂伝送の間に配置され、第一及び
第二の導体は、少なくとも幾つかの部位で重なり、互い
に結合してアンテナ構造を形成する。第一のコイル形状
の導体（２７）の少なくとも3/4巻を含む第一の導体部
位（２８’’）は、基質双により広がる平面に垂直に立
つ方向（６３）に対して、第二のコイル形状の導体（３
７）の少なくとも3/4巻を含む第二の導体部位（３８’
’）と、少なくとも幾つかの領域において重なる。
【選択図】図７
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　多層フィルムエレメント（１、２）であって、
　800μm未満の層厚を有する柔軟な誘電体キャリア層（１０）を含み、
　第一のコイル形状の導体トラック（２７、８１、１０１、１１１、１２１、１３１）が
前記フィルムエレメントの第一の領域（７１から７７）に形成される、第一の導電層（２
０）を含み、
　第二のコイル形状の導体トラック（３７、８３、１０３、１１３、１２３、１３３）が
前記第一の領域（７１から７７）に形成される、第二の導電層（３０）を含み、
　前記誘電体キャリア層（１０）が、第一及び第二の導電層の間に配置され、第一及び第
二の導体トラック（２７、３７）が少なくとも複数の領域で重なり、互いに結合してアン
テナ構造を形成し、
　第一のコイル形状の導体トラックの少なくとも3/4巻を含む第一の導体トラック部位が
、第二のコイル形状の導体トラックの少なくとも3/4巻を含む第二の導体トラック部位と
、前記キャリア層により広がる平面に垂直な方向（６３）に対して、少なくとも複数の領
域で重なり、特に、前記キャリア層（１０）により広がる平面にある第一の方向（６１）
における第一のコイル形状の導体トラック（２７、２８、８１、８３、１０１、１０２、
１１１、１１３、１２１、１２３、１３１、１３３））の変位の際に、第一及び第二の導
体トラック部位が重なる領域の面積寸法が、100μmで一定となるように、前記第二の導体
トラック部位と少なくとも複数の領域で重なる、
多層フィルムエレメント。
【請求項２】
　第一の導体トラック部位のｔ巻を含む領域において、第一の導体トラック部位（２８、
８２）が第二の導体トラック部位（３８’’、８４）と完全に重なり、第一の導体トラッ
ク部位に沿うこの領域において、前記キャリア層により広がる平面にある少なくとも一つ
の第一の方向（６５）における第二の導体トラック（３７、８３）の範囲が、第一の導体
トラック（２７、８１）の範囲より、値ｒ小さく、ｔ≧1/4及びｒ≧100μmであること、
を特徴とする請求項１に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項３】
　第一の導体トラック部位（２８’’）が、前記キャリア層により広がる平面に垂直な方
向（６３）に対して、第二の導体トラック部位（３８’’）と完全に重なり、第一の方向
（６１）における第一の導体トラック部位（３８’’）に沿って、第二の導体トラック（
３７）の範囲が、第一の導体トラック（２７）の範囲より、少なくとも100μm小さいこと
、
を特徴とする請求項１または２に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項４】
　前記キャリア層により広がる平面にある第二の方向（６２）における第一の導体トラッ
ク部位（２８’’）に沿って、第二の導体トラック（３７）の範囲が、第一の導体トラッ
ク（２７）の範囲より、少なくとも50μm小さく、第一及び第二の方向（６１、６２）が
直交すること、
を特徴とする請求項２または３に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項５】
　第一の導体トラック部位（２８’’）に沿う、第二の方向（６２）において、第二の導
体トラック（３７）の範囲が、第一の導体トラック（２７）の範囲より、200から400μm
小さいこと、
を特徴とする請求項２または３に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項６】
　第一の導体トラック部位（２８’’）に沿って、第一の方向（６１）における第一及び
第二の導体トラックの範囲の差異が、第二の方向（６２）における第一及び第二の導体ト
ラックの範囲の差異より大きく、特に20％以上大きいこと、
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を特徴とする請求項２または３に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項７】
　第一の導体トラック部位（１０２）のｔ巻を含む領域において、第一の導体トラック部
位（１０２）が第二の導体トラック部位の少なくとも二つの部分的部位（１０４、１０５
）とそれぞれ少なくとも部分的に重なり、二つの部分的部位（１０４、１０５）が、コイ
ル形状の第二の導体トラック（１０３）の異なる巻に割り当てられ、ｔ≧1/4であること
、
を特徴とする請求項１～６のいずれか１項に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項８】
　前記領域において、第二の導体トラック部位（１０３）の２つの部分的部位（１０４、
１０５）の間の距離（９１）が、第一の導体トラック部位（１０２）の幅（９２）より少
なくとも値ｒ小さく、前記領域において、２つの部分的部位（１０４、１０５）の幅（９
３、９４）と２つの部分的部位（１０４、１０５）の間の距離との和が、第一の導体トラ
ック部位（１０１）の幅（９２）より少なくとも値ｒ大きく、ｒ≧100μmであり、特に、
部分的部位それぞれの幅≧ｒであること、
を特徴とする請求項７に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項９】
　第一の導体トラック部位（１１１）のｔ巻を含む領域において、第一の導体トラック部
位（１１１）に沿って、第一及び第二の導体トラック部位（１１１、１１４）が部分的に
重なり、前記キャリア層により広がる平面にある少なくとも一つの第一の方向（６１）に
おける第一のコイル形状の導体トラック（１１１）及び第二のコイル形状の導体トラック
（１１３）のそれぞれの巻の外径（９５、９６）が、値ｒ異なり、第一のコイル形状の導
体トラック（１１１）及び第二のコイル形状の導体トラック（１１３）の幅が、それぞれ
、値ｒの２倍より大きく、ｔ≧1/4及びｒ≧100μmであること、
を特徴とする請求項１～８のいずれか１項に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項１０】
　各巻の外径が大きいコイル形状の導体トラックの幅（９７）が、各巻の外径が小さいコ
イル形状の外径トラックの幅（９８）より小さいか等しいこと、
を特徴とする請求項９に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項１１】
　ｔ＜3、特にｔが3/4から1の範囲から選択されること、
を特徴とする請求項２～１０のいずれか１項に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項１２】
　ｔ≧3/4であること、
を特徴とする請求項２～１１のいずれか１項に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項１３】
　ｒ≧400μmであること、
を特徴とする請求項２～１２のいずれか１項に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項１４】
　ｒ≦500μm、特にｒ≦400μmであること、
を特徴とする請求項２～１３のいずれか１項に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項１５】
　第一のコイル形状の導体トラックと、第二のコイル形状の導体トラックとが、同じ巻方
向であること、
を特徴とする請求項１～１４のいずれか１項に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項１６】
　第一及び／または第二のコイル形状の導体トラックが、第一の導体トラック部位（１０
２’、１０２’’、 １１２’、１１２’’）及び／または第二の導体トラック部位にお
いて構造化され、特に、ジグザグ形状または波線形状で構造化されること、
を特徴とする請求項１～１５のいずれか１項に記載の多層フィルムエレメント。
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【請求項１７】
　第一及び／または第二のコイル形状の導体トラックが、第一の導体トラック部位及び／
または第二の導体トラック部位において、周期的な構造化関数に従って構造化され、構造
化関数の周期が10mm未満、特に5mm未満であること、
を特徴とする請求項１６に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項１８】
　第一の導体トラック（２７）が、第一の導体トラック部位（２８’’）に隣り合う第三
の導体トラック部位（２９）を有し、第三の導体トラック部位（２９）の導体トラック幅
が、第一の導体トラック部位（２８’’） の導体トラック幅未満であること、
を特徴とする請求項１～１７のいずれか１項に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項１９】
　第三の導体トラック部位（２９）の導体トラック幅が、第一の導体トラック部位（２８
’’） の導体トラック幅より少なくとも100μm小さいこと、
を特徴とする請求項１８に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項２０】
　第三の導体トラック部位（２９）の導体トラック幅が、第一の導体トラック部位（２８
’’） の導体トラック幅の10から50％の間であること、
を特徴とする請求項１８または１９に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項２１】
　第三の導体トラック部位（２９）が、第一のコイル形状の導体トラック（２７）の少な
くとも1巻を含み、好ましくは第一のコイル形状の導体トラック（２７）の少なくとも2巻
を含むこと、
を特徴とする請求項１８～２０のいずれか１項に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項２２】
　内側の導体トラック部位としての第一の導体トラックのコイル形状の実施形態に対し、
第三の導体トラック部位（２９）が、第一の導体トラック部位（２８’’）と隣り合うこ
と、
を特徴とする請求項１８～２１のいずれか１項に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項２３】
　第一の導体トラック部位が、第一のコイル形状の導体トラックの最外部の3/4巻を含む
こと、
を特徴とする請求項１８～２２のいずれか１項に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項２４】
　第一の導体トラック部位（２８’’）が、0.5から5mm、好ましくは1から2mmの導体トラ
ック幅を有すること、
を特徴とする請求項１～２３のいずれか１項に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項２５】
　第一の方向（６１）における第一の導体トラック部位（２８’’）に沿って、第二の導
体トラック（３７）の範囲が、第一の導体トラック（２７）の範囲より200から400μm小
さいこと、
を特徴とする請求項１～２４のいずれか１項に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項２６】
　第一の方向（６１）が、前記キャリア層の長手方向であること、
を特徴とする請求項１～２５のいずれか１項に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項２７】
　第一及び第二の導電層（２０、３０）が、1から18の層厚を有すること、
を特徴とする請求項１～２６のいずれか１項に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項２８】
　第一及び第二の導電層（２０、３０）が、印刷法により構築されること、
を特徴とする請求項１～２７のいずれか１項に記載の多層フィルムエレメント。
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【請求項２９】
　第一及び／または第二の導電層の厚みが、一定でないこと、
を特徴とする請求項１～２８のいずれか１項に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項３０】
　第一及び第二の導体トラック（２７、３７）が、少なくとも一つの導電性貫通孔（６０
）を介して、前記キャリア層（１０）を通じて互いに接続されていること、
を特徴とする請求項１～２９のいずれか１項に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項３１】
　第一及び第二の導体トラック（２７、３７）が、互いに容量結合及び／または誘導結合
されること、
を特徴とする請求項１～３０のいずれか１項に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項３２】
　第一及び／または第二の導体トラックが、それぞれ、1から4巻、好ましくは2から3巻を
有すること、
を特徴とする請求項１～３１のいずれか１項に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項３３】
　第一及び第二の電極領域（２３、２４）が、第一及び／または第二の導電層（２０、３
０）に形成され、該電極領域が、それぞれ、第一及び／または第二の導体トラック（２７
、３７）に電気的に接続されること、
を特徴とする請求項１～３２のいずれか１項に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項３４】
　第一及び第二の電極領域（２３、２４；３３、３４）が、第一及び第二の導電層双方に
形成され、第一の電極領域（２３、３３）が少なくとも部分的に重なるとともに導電性貫
通孔（６０）を介して互いに接続され、第二の電極領域（２４、３４）が少なくとも部分
的に重なるとともに導電性貫通孔（６０）を介して互いに接続されること、
を特徴とする請求項３３に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項３５】
　第一の電極領域（２３）が第一の導体トラック（２７）に接続されるとともに、第二の
電極領域（２４）が第二の導体トラック（３７）に接続されること、
を特徴とする請求項３３または３４に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項３６】
　第三の導体トラック（２６）が、第一及び／または第二の導電層（２０、３０）に形成
され、該第三の導体トラックが、第一または第二の電極領域（２３、２４）に接続される
とともに、第一及び／または第二の導体トラックに容量結合及び／または誘導結合される
こと、
を特徴とする請求項３３～３５のいずれか１項に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項３７】
　第三の導体トラック（２６）が、多層フィルムエレメントの幅の少なくとも40％に亘り
広がること、
を特徴とする請求項３６に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項３８】
　多層フィルムエレメントが、第一及び第二の電極領域に電気的に接続される電気回路を
有すること、
を特徴とする請求項３３～３７のいずれか１項に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項３９】
　第一及び第二の電極領域（２３、２４）が、それぞれ少なくとも2mm2の大きさをそれぞ
れ有すること、
を特徴とする請求項３３～３８のいずれか１項に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項４０】
　電極領域（２３、２４）が、フィルムエレメントのコーナーに配置されること、
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を特徴とする請求項３３～３８のいずれか１項に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項４１】
　フィルムエレメントが、カード型の形状を有すること、
を特徴とする請求項１～４０のいずれか１項に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項４２】
　前記キャリア層（１０）が、250μmから12μm、好ましくは75μmから50μmの層厚を有
すること、
を特徴とする請求項１～４１のいずれか１項に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項４３】
　第一及び第二の導電層（２０、３０）が、前記キャリア層（１０）の反対の表面に適用
されること、
を特徴とする請求項１～４２のいずれか１項に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項４４】
　前記キャリア層が、プラスティックフィルム（１０）と加飾層（４１）とを有すること
、
を特徴とする請求項１～４３のいずれか１項に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項４５】
　加飾層（４１、４２）が、第一及び第二の導体トラック（２７、３７）の間、及び／ま
たは、前記キャリア層（１０）から離れた第一及び第二の導体トラック（２７、３７）の
面に配置されること、
を特徴とする請求項１～４４のいずれか１項に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項４６】
　前記加飾層が、第一及び／または第二の導電層（２０、３０）と併せて、光学可変セキ
ュリティエレメントを提供すること、
を特徴とする請求項４４または４５に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項４７】
　レリーフ構造が、少なくとも複数の領域において、第一及び／第二の導体トラックに形
成され、特に、光学可変効果を生じるレリーフ構造が、第一及び／第二の導体トラックに
形成されること、
を特徴とする請求項１～４６のいずれか１項に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項４８】
　前記加飾層が、光学可変効果を生じる層、特に、微視的なまたは巨視的な表面レリーフ
、特に、回折光学効果を有するレリーフ、またはレンズ構造、マット構造、またはブレー
ズ格子の形態の表面レリーフを有する層、薄膜層システム、液晶層、または光学活性色素
、特にエフェクト色素、UVまたはIR活性色素を有する層であり、前記加飾層が、第一及び
／または第二の導体トラックと少なくとも部分的に重なるように、前記フィルムエレメン
トに配置されること、
を特徴とする請求項４５または４６に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項４９】
　以下のステップ：
　800μm未満の層厚を有する柔軟な誘電体キャリア層（１０）を提供し、
　第一のコイル形状の導体トラック（２７）の少なくとも3/4巻を含む第一の導体トラッ
ク部位（２８’’）を有する第一のコイル形状の導体トラック（２７）がフィルムエレメ
ントの第一の領域（７１）に形成される、第一の導電層を、前記キャリア層（１０）の第
一の表面に適用し、
　第二のコイル形状の導体トラック（３７）の少なくとも3/4巻を含む第二の導体トラッ
ク部位（３８’’）を有する第二のコイル形状の導体トラック（３７）が第一の領域（７
１）に形成される、第二の導電層（３０）を、前記キャリア層（１０）の第二の表面に適
用し、
　第一及び第二の導体トラック（２７、３７）が少なくとも複数の領域で重なり、互いに
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結合されてアンテナを形成し、特に、この場合、前記キャリア層により広がる面にある第
一の方向（６１）における、第二のコイル形状の導体トラックに対する第一のコイル形状
の導体トラックの変位の際に、第一及び第二の導体トラック部位の重なる領域の面積寸法
が、100μmで一定であるように、該第二の表面が第一の表面の反対側にあること、
を含む、多層フィルムエレメント（１、２）の製造方法。
【請求項５０】
　第一及び／または第二の導電層（２０、３０）を適用するために、第一のステップにお
いて、印刷法により構築された導電性のベース層（２１、３１）が適用され、続いてガル
バニック補強層（２２、３２）が前記ベース層に適用され、前記ベース層（２１、３１）
及び前記ガルバニック補強層（２２、３２）が異なる材料から成ること、
を特徴とする請求項４９に記載の多層フィルムエレメントの製造方法。
【請求項５１】
　前記ベース層（２１、３１）が、印刷法により、前記キャリア層（１０）に適用される
こと、
を特徴とする請求項５０に記載の多層フィルムエレメントの製造方法。
【請求項５２】
　前記ベース層（２１、３１）が、互いに同期する２つの印刷ユニットにより、前記キャ
リア層（１０）の反対の表面に印刷されること、
を特徴とする請求項５１に記載の多層フィルムエレメントの製造方法。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、柔軟な誘電体キャリア層と導電層とを含む多層フィルムエレメント、および
、そのようなフィルムエレメントの製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　特許文献１は、チップが紙幣の紙パルプ内に導入されているセキュリティドキュメント
を記載しており、該チップは、アンテナを備えている。機械的な安定性の理由から、この
場合、チップは、金属フィルムであるキャリアにラミネートされている。
【０００３】
　特許文献２は、紙幣の紙キャリア上へのセキュリティエレメントの接着層による取り付
けを記載しており、該セキュリティエレメントは、基質層と金属層とを有している。この
場合、金属層は、ループアンテナを形成しており、これは集積回路へ接続されている。そ
して、集積回路に記憶されたデータは、アンテナにより読み出し可能である。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　本発明は、費用効率が高く、材料消費少なく製造可能であり、それにもかかわらず、所
定の参照値から改善された品質係数と、所定の参照値から低減されたアンテナパラメータ
の偏差とを有する、アンテナ構造を有するフィルムエレメントの製造及び提供を行う目的
に基づいている。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　この目的は、以下の多層フィルムエレメントにより達成される。すなわち、多層フィル
ムエレメントは、800μm未満の層厚を有する柔軟な誘電体キャリア層を含み、該フィルム
エレメントは、第一のコイル形状の導体トラックがフィルムエレメントの第一の領域に形
成される、第一の導電層を含み、第二のコイル形状の導体トラックが第一の領域に形成さ
れる、第二の導電層を含み、誘電体キャリア層が、第一及び第二の導電層の間に配置され
、第一及び第二の導体トラックが少なくとも複数の領域で重なり、互いに結合してアンテ
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ナ構造を形成し、第一のコイル形状の導体トラックの少なくとも3/4巻を含む第一の導体
トラック部位が、第二のコイル形状の導体トラックの少なくとも3/4巻を含む第二の導体
トラック部位と、キャリア層により広がる平面に垂直な方向に対して、少なくとも複数の
領域で重なる、多層フィルムエレメントである。さらにこの目的は、以下の多層フィルム
エレメントの製造方法により達成される。すなわち、多層フィルムエレメントの製造方法
は、800μm未満の層厚を有する柔軟な誘電体キャリア層が提供され、第一のコイル形状の
導体トラックの少なくとも3/4巻を含む第一の導体トラック部位を有する第一のコイル形
状の導体トラックがフィルムエレメントの第一の領域に形成される、第一の導電層が、キ
ャリア層の第一の表面に適用され、第二のコイル形状の導体トラックの少なくとも3/4巻
を含む第二の導体トラック部位を有する第二のコイル形状の導体トラックが第一の領域に
形成される、第二の導電層が、キャリア層の第二の表面に適用され、第一及び第二の導体
トラック部位が少なくとも複数の領域で重なり、互いに結合されてアンテナを形成するよ
うに、該第二の表面が第一の表面の反対側にあり、第一の導体トラック部位が、キャリア
層により広がる面に垂直な方向に対して、少なくとも複数の領域で、第二のトラック部位
に重なる、多層フィルムエレメントの製造方法である。この場合、キャリア層により広が
る面に垂直な方向に対する、コイル形状の導体トラックの形状とその重なりは、特に、キ
ャリア層により広がる面にある第一の方向における、第二のコイル形状の導体トラックに
対する第一のコイル形状の導体トラックの（仮想的な）変位の際に、第一及び第二の導体
トラック部位の重なり領域の面積寸法が、100μmで一定であるように構成される。
【０００６】
　本発明によるフィルムエレメントは、特に、RFIDタグ、クレジットカード、スマートカ
ード、パスポート等の、小さいスペース要件と併せて費用効率が高い製造を要求する、大
量生産される商品に適している。
【０００７】
　本発明の好ましい典型的な一実施形態によれば、第一の導体トラック部位は、第一の導
体トラック部位のｔ巻を含む領域において、第二の導体トラック部位に完全に重なる。さ
らに、第一の導体トラック部位に沿うこの領域において、キャリア層により広がる平面に
ある少なくとも一つの第一の方向における第二の導体トラックの範囲は、第一の導体トラ
ックの範囲より値ｒ小さく、ｔ≧1/4及びｒ≧100μmである。この場合、第一の導体トラ
ック部位（全体）は、キャリア層により広がる平面に垂直な方向に対して、第二の導体ト
ラック部位と完全に重なり、第一の導体トラック部位（全体）に沿って、第一の方向にお
ける第二の導体トラックの範囲が、第一の導体トラックの範囲より、少なくとも100μm小
さい。
【０００８】
　多層フィルムエレメントのこのような構造の場合は、従来の螺旋アンテナ構造に比べて
、導電性材料の同じ消費量での所定の共振周波数に対して、アンテナ構造の品質係数が、
略80%改善されることが、意外にも分かっている。さらに、製造されたフィルムエレメン
トのアンテナ構造の共振周波数の、所定の目標の共振周波数からの偏差が、大幅に低減さ
れ、アンテナ構造に接続された電気回路の入力キャパシタンスの変動による共振周波数の
影響も、大幅に低減される。第一及び第二の導体トラック部位の容量結合と、第一及び第
二の導体トラック部位の相互の固有の相対的な寸法と、それらの相互の固有の配置、この
場合は、第一及び第二の導電層を適用し構築する際の製造プロセス中に生じる許容誤差及
び／または位置合わせ偏差とは、制御され、上述したように、同じ材料消費量に対する品
質係数はさらに改善される。
【０００９】
　第一の導体トラックに沿う、第一の方向において、第二の導体トラックの範囲が、第一
の導体トラックの範囲より、200から400μm小さいことが好ましい。第一の方向における
第二の導体トラックの幅は、第一の導体トラック部位に沿って見た場合、第一の導体トラ
ックの98％から99.9％であることがさらに好ましい。
【００１０】
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　本発明のさらなる好ましい典型的な一実施形態によれば、第一及び／または第二の導体
トラック部位に沿う第二の導体トラックの範囲は、第一の方向においてのみならず、第二
の方向においても、第一の導体トラックの範囲より小さい。従って、第一及び／または第
二の導体トラック部位に沿う、キャリア層により広がる平面に同様にあるとともに第一の
方向と直交する第二の方向において、第二の導体トラックの範囲は、第一の導体トラック
の範囲より、少なくとも50μm小さいことが好ましい。このことは、製造されるフィルム
エレメントのアンテナ構造の共振周波数の小さい変化と、その品質係数に関して、さらに
利点を提供する。共振周波数及び品質係数は、それぞれ、第一及び第二の導体トラックに
より形成されるキャパシタンス及びインダクタンスにより決定される。第一及び第二の導
体トラックのほぼ一定の重なりの結果、キャパシタンス及びインダクタンスは、同様にほ
ぼ一定となり、これにより、製造されるフィルムエレメントのアンテナ構造の共振周波数
と品質係数の変化は小さくなる。さらに、この場合、第一の導体トラック部位に沿う、第
一の方向において、第二の導体トラックの範囲が、第一の導体トラックの範囲よりも、20
0μmから400μm小さいことが価値あるものと証明されている。従って、第一の導体トラッ
ク部位に沿う第一の導体トラックの導体トラック幅が、第二の導体トラック部位に沿う第
二の導体トラックの導体トラック幅より200μmから400μm小さい場合、有利である。
【００１１】
　第一の導体トラック部位に沿って、第一の方向における第一及び第二の導体トラックの
範囲の差異が、第二の方向における第一及び第二の導体トラックの範囲の差異より大きく
、特に20％以上大きい場合、さらなる利点が得られる。
【００１２】
　本発明のさらなる好ましい典型的な一実施形態によれば、第一の導体トラック部位のｔ
巻を含む領域において、第一の導体トラック部位は、第二の導体トラック部位の少なくと
も２つの部分的部位とそれぞれ部分的に重なり、２つの部分的部位は、第二のコイル形状
の導体トラックの異なる巻に割り当てられ、ｔ≧1/4である。従って、フィルムエレメン
トのこのような構造において、第二のコイル形状の導体トラックの２つの隣り合う巻は、
第一のコイル形状の導体トラックの第一の導体トラック部位により、正確には、２つのキ
ャパシタンスを含む直列回路の形態で、容量結合される。この場合、第一のキャパシタン
スは、第二の導体トラック部位の一方の部分的部位と第一の導体トラック部位との重なる
領域により形成され、第二のキャパシタンスは、第二の導体トラック部位の他方の部分的
部位と第一の導体トラック部位との重なる領域により形成される。以降C1及びC2と記すこ
の２つのキャパシタンスは、結合して総キャパシタンスCを形成し、Cは、以下のように、
キャパシタンスの直列相互接続に従って算出される。
【００１３】
　C＝C1×C2／（C1＋C2）
【００１４】
　本実施形態は、高い帯域幅と共に、比較的高い共振周波数、特に16MHz以上を要求する
アンテナに、特に有利である。上述したフィルムエレメントの構造は、導電性材料をほと
んど消費せずに、比較的高いインダクタンスと、比較的低いキャパシタンス（部分的ャパ
シタンスにより形成される直列接続の結果として）とを有するアンテナを得ることを可能
とし、これは上述した要件を非常によく満たす。さらに、ポリカーボネート（PC）等の、
高い誘電率を有する材料から成るキャリア層の利用も、ここでは非常に有利である。
【００１５】
　さらに、第一の導体トラック部位が、第二の導体トラック部位の２つの部分的部位と重
なる領域において、第二の導体トラック部位の２つの部分的部位の間の距離が、第一の導
体トラック部位の幅より少なくとも値ｒ小さく、さらに好ましくは、該領域において、第
二の導体トラック部位の２つの部分的部位の幅と、部分的部位の間の距離との和が、第一
の導体トラック部位の幅よりも、少なくとも値ｒ大きく、ｒ≧100μmであることが、非常
に有利である。さらに、各部分的部位の幅は、値ｒと等しく、または値ｒより大きく選択
されることが好ましい。該領域における、第一及び第二のコイル形状の導体トラックのこ
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の特有の構造と、該領域における、第一及び第二のコイル形状の導体トラックの互いに対
する特有の配置は、第一及び第二の導電層を適用し構築する際の製造プロセス中に生じ得
る位置合わせ偏差を制御し、その結果、－さらに全体として低減される導電性材料の材料
消費量と併せて－不良品発生率を大いに低減する、という利点を提供する。
【００１６】
　本発明のさらなる好ましい典型的な一実施形態によれば、第一の導体トラック部位のｔ
巻を含む領域において、第一及び第二の導体トラック部位は、第一の導体トラック部位に
沿って部分的に重なり、第一のコイル形状の導体トラック及び第二のコイル形状の導体ト
ラックのそれぞれの巻の外径は、第一の導体トラック部位に沿って、値ｒ、好ましくは少
なくとも一つの第一の方向において値ｒ異なり、少なくとも一つの第一の方向は、キャリ
ア層により広がる平面にある。これは、第一及び第二の導体トラック部位が重なる該領域
における第一の導体トラック部位の各点に対して、上述した条件が当てはまり、すなわち
、該点に割り当てられる第一のコイル形状の導体トラックの巻と、該点に割り当てられる
第二のコイル形状の導体トラックの巻とが、値ｒ異なる外径を有することを意味する。こ
れにより得られるものは、第一及び第二の導体トラック部位がフィルムエレメントの一側
端で部分的に重なり、それに対する第一の方向に位置するフィルムエレメントの他側端で
同様に部分的に重なり、この場合、重なりは、第一の方向に対して逆である、ということ
である。従って、第一及び第二のコイル形状の導体トラックの互いに対する第一の方向に
おける相対的な変位の際に、第一および第二の導体トラック部位の重なりは、フィルムエ
レメントの一側端において小さくなるとともに、２つの導体トラック部位の重なりは、フ
ィルムエレメントの他側端において大きくなる。重なりにより形成される部分的キャパシ
タンスは、付加的に重畳されるため、総キャパシタンスは、第一及び第二の導体トラック
の互いに対する第一の方向における相対的な変位に関わらず、同じである。第一及び第二
の導体トラック部位が上述した意味で部分的に重なる領域における、第一及び第二の導体
トラック部位の幅の特有の選択の結果、さらに得られることは、第一及び第二のコイル形
状の導体トラックの互いに対する第一の方向における値ｒの相対的な変位の際に、上述し
た効果が維持され、その結果、アンテナの総キャパシタンスが変化しない、ということで
ある。
【００１７】
　この場合、フィルムエレメントは、上述したように、互いに鏡面対称にある２つの領域
のみに第一及び第二のコイル形状の導体トラックの重なりを有するのではなく、第一及び
第二の導体トラックは、上述したように、第一の導体トラック部位の全長に亘り重なる。
これは、第一の導体トラック部位に沿って、第一及び第二の導体トラック部位の外側の輪
郭、すなわち、フィルムエレメントのエッジに対向する輪郭が、互いに少なくとも値ｒの
距離に常にあり、第一及び第二の導体トラック部位の幅が、2ｒより大きいように、第一
及び第二の導体トラック部位が部分的に重なることを意味する。従って、第一及び第二の
導体トラック部位は、コイル形状の構造から成ることが好ましく、複数の領域で重なるコ
イル形状の構造の巻は、巻の外径が、コイル形状の構造の各位置で、少なくとも値ｒ異な
り、コイル形状の構造の導体トラック幅は、値ｒの2倍より大きいように選択される。
【００１８】
　さらに、各巻の大きい外径を有するコイル形状の導体トラックの幅は、各巻の小さい外
径を有するコイル形状の導体トラックの幅より小さいか等しいことが好ましい。このこと
は、コイル形状の導体トラックの互いに対する変位の際に総キャパシタンスが変わらない
という上述した効果が、最大限広い範囲に亘り保証されることをさらに保証する。
【００１９】
　また、上述した有利な実施形態は、互いに組み合わせ可能である。従って、例えば、第
一及び第二の導体トラック部位は、上述した複数の条件に合うように統合することもでき
る。さらに、第一及び第二のコイル形状の導体トラックは、上述した実施形態の中からの
複数の有利な実施形態に従い統合される、多数の第一及び／または第二の導体トラック部
位を有することもできる。
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【００２０】
　さらに、ｔを3未満に選び、ｔ≧3/4に選び、及び／または、ｔを3/4から1の範囲から選
ぶことが、特に有利である。
【００２１】
　さらに、ｒを500μm未満、特に400μm未満に選び、ｒを特に200μmから400μmの範囲か
ら選ぶことが、特に有利である。
【００２２】
　第一のコイル形状の導体トラック及び第二のコイル形状の導体トラックは、同じ巻方向
であることが好ましい。このことは、上述した利点を特によく達成可能とする。
【００２３】
　本発明のさらなる好ましい典型的な一実施形態によれば、第一及び／または第二の導体
トラックは、第一の導体トラック部位及び／または第二の導体トラック部位において、構
造化され、特に、ジグザグ形状または波線形状で構造化される。この構造化は、例えば、
アンテナの帯域幅を広げるために、第一及び／または第二の導体トラックの抵抗値に選択
的に影響する。この場合、構造化された第一及び／または第二の導体トラック部位は、複
数の領域において、割り当てられた導体トラック部位の第二及び／または第一のコイル形
状の構造の２つ以上、特に３つ以上の異なる巻と重なり、特にそれらを越えて広がること
ができる。
【００２４】
　第一及び／または第二の導体トラックを、第一の導体トラック部位及び／または第二の
導体トラック部位において、周期的な構造化関数に従って構造化し、構造化関数の周期が
、10mm未満、特に5mm未満で選択されることが、特に有利である。このことは、製造プロ
セス中の位置合わせの変動がほぼ制御され、アンテナの共振周波数及び／または帯域幅に
影響しない、またはほとんど影響しない、という利点を提供する。
【００２５】
　この場合、構造化関数として、三角形状の関数または正弦関数が選択されることが好ま
しい。従って、第一及び／または第二のコイル形状の導体トラックのデザインは、コイル
形状の導体トラックの粗構造を記述し、例えば固有の所定幅を有する螺旋及び構造化関数
を規定する、足し算的または掛け算的なマクロ関数の挿入の結果として生じる。
【００２６】
　この場合、構造化関数が、コイル形状の導体トラックの一つまたは双方の外側の輪郭の
粗構造からの偏差を変えることが、特に有利である。この場合、構造化関数の振幅は、1m
mから10mm、さらに好ましくは1.5mmから5mmであることが好ましい。この場合、振幅は、
第一及び／または第二の導体トラックの外側の輪郭の、粗構造または一周期に亘って平均
した値からの－構造化関数により生じる－最大偏差を特に意味するものと理解される。
【００２７】
　本発明のさらなる好ましい典型的な一実施形態によれば、第一の導電層は、キャリア層
の第一の表面に適用されるとともに、第二の導電層は、キャリア層の第二の表面に適用さ
れ、該第二の表面は、第一の表面と反対側にある。この場合、第一及び第二の導電層を適
用及び／または構築するために、互いに同期する方法が用いられることが好ましい。
【００２８】
　この場合、第一のステップにおいて、構造化された導電性ベース層が第一及び第二の表
面にそれぞれ適用され、続いてガルバニック補強層が、ガルバニック槽においてベース層
それぞれに適用される場合、特に有利である。この場合、ガルバニック槽は、無電解であ
ってもよく、あるいは電流を含んでもよい。この場合、導電性ベース層は、印刷法により
構築されることが好ましい。従って、例えば、導電性材料、例えば導電性インクは、第一
の導体トラック及び第二の導体トラックがそれぞれ後で第一及び第二の導電層において形
成される領域において、キャリア基質の第一及び第二の表面上に印刷可能である。さらに
、ベース層は、第一のステップにおいて、キャリア層の第一及び第二の表面の全面積に亘
って、例えば蒸着による薄い金属層として適用可能であり、続いて、エッチングレジスト
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は、第一の導体トラック及び第二の導体トラックがそれぞれ後で第一及び第二の導電層に
おいて形成される領域に印刷可能である。その後、エッチングレジストでカバーされてい
ない領域において、エッチング液、例えばアルカリ溶液により、ベース層が除去され、続
いて、エッチングレジストが同様に除去される。さらに、エッチング液をベース層全面に
印刷し、またはベース層全面への適用前に洗浄マスクを印刷することにより、ベース層を
構築することができ、または、第一及び第二の導電層において導電性領域が形成されない
領域において、誘電体バリア層を導電性ベース層に印刷することができ、該誘電体バリア
層は、該領域における、ガルバニック補強層のガルバニック付着を防止する。
【００２９】
　この場合、導電性印刷材料、エッチングレジスト層、エッチング液、及び誘電体バリア
層は、互いに同期する２つの印刷ユニットにより適用されることが好ましく、一方の印刷
ユニットがキャリア層の第一の表面を印刷し、第二の印刷ユニットがキャリア層の反対側
の第二の表面を印刷する。この場合、印刷ユニットは、キャリア層の異なる側に互いに対
向して置かれ、機械的または電気的手段により互いに結合されるように配置されることが
好ましい。この場合、用いられる印刷法は、凹版印刷、オフセット印刷、スクリーン印刷
、パッド印刷、またはインクジェット印刷であることが好ましい。
【００３０】
　この手続きの結果、まず、費用効率が高く位置合わせされた、第一及び第二の導電層が
構築される。さらに、これにより、第一及び第二の導電層のガルバニック補強層を、共通
のガルバニックプロセスで同時に作ることができ、その結果、第一に、製造費用及び製造
時間が低減可能であり、第二に、キャリア層を通じた導電層の接続のための導電性貫通孔
を、さらなる支出なしに同時に形成可能であり、従って、それらに必要なプロセスステッ
プを除くことが可能である。
【００３１】
　本発明のさらなる好ましい典型的な一実施形態によれば、第一の導体トラックは、好ま
しくは第一の導体トラック部位に隣り合う、第三の導体トラック部位を有する。この場合
、第三の導体トラック部位の導体トラック幅は、第一の導体トラック部位の導体トラック
幅より小さく、好ましくは、第一の導体トラック部位の導体トラック幅より少なくとも10
0μm小さい。第一の導体トラックのこのような構造の場合、アンテナ構造の品質係数を大
幅に低減することなく、導電性材料のさらなる節約が可能であることが、意外にも分かっ
ている。従って、導電性材料の使用量に対する品質係数の比率は、この手段により、さら
に改善される。
【００３２】
　さらに、該比率は、第一の導体トラック部位の導体トラック幅の10％から50％である第
三の導体トラック部位の導体トラック幅により、及び／または、第一のコイル形状の導体
トラックの少なくとも1巻を含み、さらに好ましくは、第一のコイル形状の導体トラック
の1から3巻を含む、第三の導体トラックにより、さらに最適化されることが分かっている
。第三の導体トラック部位は、第一のコイル形状の導体トラックの少なくとも1巻を含み
、及び／または、第一の導体トラック部位は、第一のコイル形状の導体トラックを最大3
巻、好ましくは第一のコイル形状の導体トラックを1から2巻き含むことが、さらに好まし
い。
【００３３】
　さらに、内側の導体トラック部位としての第一の導体トラックのコイル形状の実施形態
に対し、第三の導体トラック部位が、第一の導体トラック部位と隣り合う場合、有利であ
る。このことは、第一の導体トラック部位が第一の導体トラックの外側の巻を含み、第三
の導体トラック部位が、第一の導体トラックの内側の巻を含むことを意味する。この場合
、第一の導体トラック部位は、第一のコイル形状の導体トラックの外側の3/4巻を含むこ
とが好ましい。第一及び第三の導体トラック部位のそのような配置は、逆の配置（第三の
導体トラック部位が外側の導体トラック部位を形成し、第一の導体トラック部位が、内側
の導体トラック部位を形成する）と比べて、導電性材料の使用量に対する品質係数の比率
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に関して、利点を有することが、研究で示されている。
【００３４】
　第一の導体トラック部位は、0.5から5mm、さらに好ましくは1から2mmの導体トラック幅
を有することが好ましい。
【００３５】
　本発明によるフィルムエレメントは、実質的に矩形形状を有し、第一の方向はキャリア
層の長手方向、すなわち、キャリア層の長い寸法の方向に対応することが好ましい。第一
及び第二の導電層の層厚は、1から18μm、より好ましくは4から12μmであることが好まし
い。この場合、第一及び／または第二の導電層の層厚は、一定であっても、一定でなくて
もよい。特に、第一の導電層の層厚が、第二の導電層の層厚よりも大きい場合、有利であ
る。
【００３６】
　本発明の好ましい典型的な一実施形態によれば、第一及び第二の電極領域は、第一及び
／または第二の導電層に形成され、該電極領域は、それぞれ、第一及び／または第二の導
電トラックに電気的に接続されている。この場合、第一及び第二の導体トラックは、少な
くとも一つの導電性貫通孔を介して、キャリア層を通じて互いに接続され、及び／または
、互いに容量結合または誘導結合されている。
【００３７】
　第一及び第二の電極領域は、第一及び第二の導電層双方に形成され、第一の電極領域は
、少なくとも部分的に重なるとともに、導電性貫通孔を介して互いに接続され、第二の電
極領域は、少なくとも部分的に重なるとともに、導電性貫通孔を介して互いに接続される
、という事実により、さらなる利点が得られる。第一及び第二の導電層のこのような構造
は、わずかな追加の材料支出で相乗的な効果が得られるため、フィルムエレメントの利用
の可能性を大幅に増す。
【００３８】
　第一及び／または第二の導体トラックは、それぞれ、1から4巻、好ましくは1から2巻を
有することが好ましい。
【００３９】
　さらに、第一の電極領域は、第一の導体トラックに接続されるとともに、第二の電極領
域は、第二の導体トラックに接続されることが好ましい。
【００４０】
　さらに、第三の導体トラックは、第一及び／または第二の導電層に形成され、該第三の
導体トラックは、第一または第二の電極領域に接続され、第一及び／または第二の導体ト
ラックに容量結合及び／または誘導結合可能である。該第三の導体トラックは、フィルム
エレメントの幅の少なくとも40％に亘り広がることが好ましい。この場合、第三の導体ト
ラックは、第一の導体トラック部位の部分的領域に隣り合って配置されることが好ましい
。
【００４１】
　第一及び第二の電極領域は、多層フィルムエレメントに配置され、または多層フィルム
エレメントに一体化される電気回路が、第一及び第二の電極領域に電気的に接続されるよ
うに、形成され配置されることが好ましい。従って、電極領域は、それぞれ少なくとも2m
m2の大きさを有し、フィルムエレメントのコーナーに配置されることが好ましい。このこ
とは、フィルムエレメントの中央の領域において、フィルム体に大きなストレスを与える
エンボス加工、またはさらなる機械的または熱処理プロセスの実行を可能とする。
【００４２】
　キャリア層の層厚は、250から12μm、さらに好ましくは、75から50μmであることが好
ましい。この場合、キャリア層は、プラスティックフィルムから成ることが好ましい。さ
らに、キャリア層は、多層形状で統合化されてもよく、例えば、プラスティックフィルム
及び一つ以上の加飾層から成ってもよい。
【００４３】
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　本発明の好ましい典型的な一実施形態によれば、加飾層が、第一及び第二の導体トラッ
クの間、及び／または、キャリア層から離れた第一及び／または第二の導体トラックの面
に配置される。該加飾層は、好ましくは第一及び／または第二の導電層と併せて、光学可
変セキュリティエレメントを提供する。従って、加飾層は、光学可変効果を生じる層、例
えば、微視的なまたは巨視的な表面レリーフ、特に、回折光学効果を有するレリーフ、ま
たはレンズ構造、マット構造、非対称構造、またはブレーズ格子の形態の表面レリーフを
有する層、干渉作用による視角依存性カラーシフト効果を生じる薄膜層システム、液晶層
、好ましくはコレステリック液晶層、または光学活性色素、特にエフェクト色素、UVまた
はIR活性色素を有する層を有することが好ましい。第一及び／または第二の導電層は、さ
らに、光学的に認知可能なセキュリティ特性の発生時に、例えば、反射層として、加飾層
により生じる光学可変効果を強めまたは光学可変効果を同時に生じる関数を提供すること
が好ましい。従って、フィルムエレメントにおいて、加飾層を、第一及び／または第二の
導体トラックと少なくとも部分的に重なり、第一及び／または第二の導体トラックの領域
において加飾層と第一及び／または第二の導電層により生じる光学効果が、相互に作用し
、重なるように配置することが有利である。
【００４４】
　本発明は、多数の典型的な実施形態に基づく下記の例により、添付図面を用いて説明さ
れる。
【図面の簡単な説明】
【００４５】
【図１】本発明による多層フィルムエレメントの製造方法を説明するための、フィルム体
の実スケールではない概略断面図を示す。
【図２】本発明による多層フィルムエレメントの製造方法を説明するための、フィルム体
の実スケールではない概略断面図を示す。
【図３】本発明の第一の典型的な実施形態によるフィルムエレメントの実スケールではな
い概略断面図を示す。
【図４】本発明のさらなる典型的な実施形態によるフィルムエレメントの実スケールでは
ない概略断面図を示す。
【図５】図３によるフィルムエレメントの第一の導電層の構造を明示する図を示す。
【図６】図３によるフィルムエレメントの第二の導電層の構造を明示する図を示す。
【図７】図３によるフィルムエレメントの第一及び第二の導電層の相互の重なりを明示す
る図を示す。
【図８ａ】さらなる典型的な実施形態に対する図３によるフィルムエレメントの第一及び
第二の導電層の相互の重なりを明示する図を示す。
【図８ｂ】さらなる典型的な実施形態に対する図３によるフィルムエレメントの第一及び
第二の導電層の相互の重なりを明示する図を示す。
【図９ａ】さらなる典型的な実施形態に対する図３によるフィルムエレメントの第一及び
第二の導電層の相互の重なりを明示する図を示す。
【図９ｂ】さらなる典型的な実施形態に対する図３によるフィルムエレメントの第一及び
第二の導電層の相互の重なりを明示する図を示す。
【図１０ａ】さらなる典型的な実施形態よる図３によるフィルムエレメントの、最上面及
び底面それぞれの平面図の概略図を示す。
【図１０ｂ】さらなる典型的な実施形態による図３によるフィルムエレメントの、最上面
及び底面それぞれの平面図の概略図を示す。
【図１１ａ】図１０ａ及び図１０ｂによる典型的な実施形態に対する第一及び第二の導電
層の相互の重なりを明示する図を示す。
【図１１ｂ】図１０ａ及び図１０ｂによる典型的な実施形態に対する第一及び第二の導電
層の相互の重なりを明示する図を示す。
【図１２ａ】さらなる典型的な実施形態に対する図３によるフィルムエレメントの第一及
び第二の導電層の相互の重なりを明示する図を示す。
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【図１２ｂ】さらなる典型的な実施形態に対する図３によるフィルムエレメントの第一及
び第二の導電層の相互の重なりを明示する図を示す。
【図１３ａ】さらなる典型的な実施形態に対する図３によるフィルムエレメントの第一及
び第二の導電層の相互の重なりを明示する図を示す。
【図１３ｂ】さらなる典型的な実施形態に対する図３によるフィルムエレメントの第一及
び第二の導電層の相互の重なりを明示する図を示す。
【図１４ａ】さらなる典型的な実施形態に対する図３によるフィルムエレメントの第一及
び第二の導電層の相互の重なりを明示する図を示す。
【図１４ｂ】さらなる典型的な実施形態に対する図３によるフィルムエレメントの第一及
び第二の導電層の相互の重なりを明示する図を示す。
【図１５ａ】さらなる典型的な実施形態に対する図３によるフィルムエレメントの第一及
び第二の導電層の相互の重なりを明示する図を示す。
【図１５ｂ】さらなる典型的な実施形態に対する図３によるフィルムエレメントの第一及
び第二の導電層の相互の重なりを明示する図を示す。
【図１５ｃ】さらなる典型的な実施形態に対する図３によるフィルムエレメントの第一及
び第二の導電層の相互の重なりを明示する図を示す。
【図１５ｄ】さらなる典型的な実施形態に対する図３によるフィルムエレメントの第一及
び第二の導電層の相互の重なりを明示する図を示す。
【図１６ａ】さらなる典型的な実施形態に対する図３によるフィルムエレメントの第一及
び第二の導電層の相互の重なりを明示する図を示す。
【図１６ｂ】さらなる典型的な実施形態に対する図３によるフィルムエレメントの第一及
び第二の導電層の相互の重なりを明示する図を示す。
【図１７ａ】さらなる典型的な実施形態に対する図３によるフィルムエレメントの第一及
び第二の導電層の相互の重なりを明示する図を示す。
【図１７ｂ】さらなる典型的な実施形態に対する図３によるフィルムエレメントの第一及
び第二の導電層の相互の重なりを明示する図を示す。
【発明を実施するための形態】
【００４６】
　図３は、キャリア層１０と、導電層２０と、加飾層４１と、保護層５１と、導電層３０
と、加飾層４２と、保護層５２と、を含む、多層フィルムエレメント１を示している。
【００４７】
　キャリア層１０は、プラスティックフィルム、好ましくはPET、PET G、PVC、ABS、ポリ
カーボネートまたはBOPPフィルム、合成紙、または２つ以上のこのような層の積層複合材
により形成され、12から250μm、好ましくは50から75μmの厚みを有する。この場合、キ
ャリア層１０は、透明なプラスティックフィルムから成ることが好ましい。さらに、後述
するように、導電層２０と３０との間の十分な容量結合を得るために、ために、キャリア
層１０の厚み、従って、導電層２０と３０との間の距離が、800μmを越えないことが重要
である。
【００４８】
　保護層５１及び５２は、1から5μmの厚みを有する保護ラッカー層である。しかしなが
ら、保護層５１及び５２は、12から100μm、好ましくは50μmの厚みを有する、プラステ
ィックフィルム、合成紙、または双方の積層複合材であってもよい。
【００４９】
　最も単純なケースでは、少なくとも部分的な領域において、加飾層４１及び４２は、パ
ターン形状で形成されたカラーラッカー層である。しかしながら、加飾層４１及び４２は
、セキュリティ特性として機能する、一つ以上の光学可変効果を示してもよい。従って、
例えば、加飾層４１及び４２は、光学活性色素、特に、薄膜層色素または液晶色素、また
はUVあるいはIR活性可能な発光性色素等の、効果色素とのバインダーから成ってもよい。
この場合も、加飾層４１及び４２は、パターン形状で形成されることが好ましく、この場
合、異なる見栄えを示すことも好ましい。
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【００５０】
　さらに、加飾層４１及び４２は、それぞれ、相互に作用し、従って光学可変効果を生じ
る、複数の層から成ってもよい。従って、例えば、加飾層４１及び４２は、観察者に視覚
可能な光の波長レンジにあるλのλ/4及びλ/2の光学活性厚を有し、従って観察者に認知
可能なカラー変化効果を生じる、一つ以上のスペーサー層を有する、薄膜層システムを有
してもよい。このような薄膜層システムは、例えば、好ましくは薄い金属吸収層、好まし
くは誘電体スペーサー層、及び反射層から構成され、この場合、反射層は、導電層２０及
び／または３０により形成されることが好ましい。この場合、導電層２０及び３０は、カ
ラー変化を生じる光学層システムの不可欠な部分を形成し、導電層２０及び３０は、二重
の機能を生じ、その結果、偽造に対するセキュリティが大幅に向上する。
【００５１】
　同様に、導電層２０及び３０は、光学可変効果を生じるために、加飾層４１及び４２の
異なって構築された複数の層と相互に作用し、従って、偽造に対するセキュリティをさら
に高める。従って、加飾層４１及び４２は、例えば、複製ラッカー層を有してもよく、そ
の上に光学活性表面レリーフがUV複製によりまたは熱エンボス加工ダイ（熱複製）により
形成されてもよく、導電層２０及び３０は、対応する光学可変効果が、導電層２０及び３
０が備えられる領域において生じるように、反射層として、該表面レリーフと相互に作用
してもよい。光学活性表面レリーフは、回折表面レリーフ、例えば、ホログラム、マイク
ロレンズ構造（300μm未満、特に50μm未満の直径を有するマイクロレンズ）、マット構
造、またはブレーズ格子であることが好ましい。さらに、加飾層４１及び４２は、体積ホ
ログラムが書き込まれる体積ホログラム層を有してもよく、または、加飾層４１及び４２
は、例えば、複数の領域において異なって配向される、配向及び架橋結合液晶を有しても
よく、その結果、入射光は複数の領域において異なって偏向される。さらに、螺旋構造に
より、視角依存性カラーシフト効果を同様に示す、コレステリック液晶材料を用いてもよ
い。
【００５２】
　導電層２０及び３０は、金属の導電性材料、例えば、アルミニウム、銅、銀、クロム、
金または合金から成るまたはそれらを含む層であることが好ましい。さらに、導電層２０
及び３０は、他の導電性材料、例えば、導電性ポリマーまたは透明な導電性材料、例えば
ITOから成るまたはそれらを含むことが好ましい。
【００５３】
　導電層２０及び３０の製造及びそれらの構造は、図１、図２、図５、図６及び図７を参
照して後述する。
【００５４】
　導電層を作るために、第一のステップでは、導電性のベース層がキャリア層１０に適用
される。図１は、一方の表面にベース層２１が適用され、反対側の他方の表面にベース層
３１が適用されるキャリア層１０を示している。
【００５５】
　この場合、ベース層２１及び３１は、導電性印刷材料から成る、例えば、金属粉、特に
銀粉を含む導電性インクから成ることが好ましい。この場合、ベース層２１及び３１は、
印刷法により、キャリア層１０の上に印刷され、凹版印刷法により0.5から5μmの塗布厚
で印刷されて乾燥されることが好ましい。この場合、ベース層２１及び３１は、２つの同
期する印刷ユニットにより印刷されることが好ましく、一方の印刷ユニットはキャリア層
１０の一方の側に配置され、第二の印刷ユニットは、第一の印刷ユニットの反対側にある
ように、キャリア層１０の他方の側に配置される。２つの印刷ユニットの同期は、印刷ユ
ニットの機械的結合により、または、対応する電気的結合、すなわち、対応する同期デー
タの交換により行われる。この手続きの結果、ベース層２１及び３１の印刷の際に、第一
に、高い位置合わせ精度が得られ、第二に、速い製造速度が得られる。乾燥後のベース層
２１及び３１の厚みは、0.3から3μmであることが好ましい。
【００５６】
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　第二のステップでは、キャリア層１０とベース層２１及び３１とを含むフィルム体は、
ガルバニック作業場へ送られ、導電性のベース層２１及び３１が備えられた領域において
、ガルバニックプロセスによりガルバニック補強層が被着される。この目的のために、電
極が導電性のベース層２１及び３１と接触し、電圧が印加されて、ガルバニック槽の電解
液から、ガルバニック補強層２２及び３２が、ベース層２１及び３１にそれぞれ被着され
る。この場合、ガルバニック補強層３２及び２２の被着は、一つの同じガルバニック層で
同時に行われることが好ましく、その結果、既に上述したような、さらなる利点が得られ
る。
【００５７】
　この場合、ガルバニック補強層２２及び３２は、ベース層２１及び３１の導電性材料と
は異なる金属材料から成ることが好ましい。ガルバニック補強層２２及び３２の層厚は、
0.7から15であることが好ましく、導電層２０及び３０の全体厚は、1から18である。
【００５８】
　クリーニングプロセス及び乾燥後、加飾層４１及び４２、及び、保護ラッカー層５１及
び５２が適用され、続いて、フィルムエレメントはドキュメントの他の部位へ一体化され
、または、切断または型押しプロセスにより、当分の間単体化される。
【００５９】
　しかしながら、一つ以上の層４１、４２、５１、及び５２の適用を省略してもよい。
【００６０】
　この場合、導電層２０及び３０の形状は、図１を参照して説明した印刷プロセスにより
制御される。この場合、図５が、結果として得られる導電層２０の形状を明示し、図６が
、結果として得られる導電層３０の形状を明示している。
【００６１】
　図５に示すように、２つの電極領域２３及び２４、貫通領域２５、コイル形状の導体ト
ラック２７及び導体トラック２６が、フィルムエレメント１の領域７１に形成される。コ
イル形状の導体トラック２７は、電極２３と貫通領域２５とを接続している。電極２４は
、導体トラック２６に接続されている。さらに、図５は、貫通孔６０を示しており、その
中で、キャリア層１０はカットアウトにより穿孔されて、ガルバニック補強層２２及び３
２のガルバニック作用中にガルバニックプロセスにおいて補強層のガルバニック材料によ
り充填され、従って、キャリア層１０を貫通する導電性貫通孔を提供する。
【００６２】
　図５に示すように、コイル形状の導体トラック２７は、２つの導体トラック部位２８及
び２９を有し、各トラック部位において、導体トラック２７は、異なる導体トラック厚を
有している。外側の導体トラック部位２８は、一方では電極領域２３に接し、他方では内
側の導体トラック部位２９に接する。内側の導体トラック部位２９は、一方では外側の導
体トラック部位２８に接し、他方では貫通領域２５と接する。外側の導体トラック部位の
導体トラック幅は、0.5から5mm、より好ましくは1から2mmであることが好ましく、内側の
導体トラック部位２９の導体トラック幅は、外側の導体トラック部位２８の導体トラック
幅よりかなり小さく、外側の導体トラック部位２８の導体トラック幅より200から400μm
小さいことが好ましい。従って、内側の導体トラック部位２９の導体トラック幅は、例え
ば0.5mmである。導体トラック２６の導体トラック幅は、内側の導体トラック部位の導体
トラック幅の範囲に近く、すなわち、外側の導体トラック部位２８の導体トラック幅より
同様に少なくとも200から400μm小さいことが好ましく、図５による典型的な実施形態で
は、同様に略0.5mmである。
【００６３】
　以降でさらに説明するように、導体トラック２６は省略してもよい。
【００６４】
　図５による典型的な実施形態では、外側の導体トラック部位の長さ寸法は、略78mmであ
り、外側の導体トラック部位の幅寸法は略48mmである。
【００６５】
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　図６は、導電層３０の形状を示している。図６に示すように、２つの電極領域３３及び
３４、貫通領域３５、及びコイル形状の導体トラック３７が、導電層３０における領域７
１に形成される。コイル形状の導体トラック３７は、一方では電極領域３４に接続され、
他方では貫通領域６０に接続されている。図６に示すように、導体トラック３７の導体ト
ラック幅は、導電層２０の導体トラック部位２９の導体トラック幅に略等しく、従って、
導体トラック２７の導体トラック部位２８の導体トラック幅より小さい。
【００６６】
　図７は、導電層２０の側からの観察方向に対して詳細を示すべく、キャリア層により広
がる平面に垂直な方向６３に対する導電層３０と導電層２０との重畳を明示する図を示し
ている。
【００６７】
　図１から図３及び図５から図７に示すように、導電層２０及び３０、及びキャリア層１
０は、互いに平行に配置され、キャリア層１０により広がる平面に垂直な方向６３におい
て互いに間隔を置いた平面上にある。導電層２０及び３０は、導電層２０及び３０とキャ
リア層１０とにより広がる平面上にある２つの互いに直交する方向６１及び６２に広がり
、互いに平行に配置される。この場合、導電層２０及び３０は、キャリア層１０により広
がる平面に垂直な方向６３の方向、すなわち導電層２０及び３０の－方向６３へ配向され
た－互いへの投影で観察すると、図７に示すように、領域７１において導電層２０及び３
０の重畳が生じるように、互いに配置される。
【００６８】
　電極領域２３及び２４、及び貫通領域２５は、それぞれ電極領域３３及び３４、及び貫
通領域３５と重なる。さらに、電極領域２３及び３３、電極領域２４及び３４、及び、貫
通領域２５及び３５は、それぞれ、貫通孔６０を介して、互いに導電性接続されている。
【００６９】
　しかしながら、上述したように、導体トラック２６は省略してもよい。この場合、コイ
ル形状の導体トラック２７は、電極領域２４と貫通領域２５とを接続することが好ましく
、外側の導体トラック部位２８は、一方では電極領域２４に接し、他方では内側導体トラ
ック部位２９に接する。さらに、コイル形状の導体トラック３７は、一方では電極領域３
３に接続され、他方では貫通領域６０に接続される。
【００７０】
　導電層２０の外側のより幅広い導体トラック部位２８の部分的部位である導電トラック
部位２８’’は、導電層３０の導体トラック部位３８の部分的部位である導電トラック部
位３８’’に重なる。従って、導体トラック部位２８は、導体トラック２７の導体トラッ
ク幅が広く、導体トラック３７と重ならない導体トラック部位２８’と、導体トラック２
７の幅が広く、導体トラック２７が導体トラック２８と完全に重なる導体トラック部位２
８’’と、導体トラック２７の導体トラック厚が小さく、導体トラック２７が導体トラッ
ク３７と重ならない導体トラック部位２９と、を含む。第二の導体トラック部位と第一の
導体トラック部位との完全な重なりは、第二の導体トラック部位と第一の導体トラック部
位とが重ならない第二の導体トラック部位の領域が存在しない、すなわち、第二の導体ト
ラック部位の第一の導体トラック部位への投影－方向６３において配向される－において
、第二の導体トラック部位の領域が第一の導体トラック部位の領域内にあることを意味す
るものと理解される。従って、導体トラック３８は、導体トラック３７が導体トラック２
７と重ならない導体トラック部位３８’と、導体トラック３７が導体トラック２７と重な
る導体トラック部位３８’’と、導体トラック３７が導体トラック２７と重ならない導体
トラック部位３８’’’と、を含む。導体トラック部位３８’’に沿って、導体トラック
３７、すなわち導体トラック部位３８’’は、導体トラック２７、すなわち導体トラック
部位２８’’と、キャリア層により広がる平面に垂直な方向６３に対して、完全に重なる
。従って、導電層２０及び３０は、導体トラック部位２８’’及び３８’’の領域におい
て、導体トラック３７と導体トラック２７とが完全に重なるように、互いに構築され配向
される。さらに、導体トラック２７は、重なる導体トラック２７に対する導体トラック部



(19) JP 2012-514782 A 2012.6.28

10

20

30

40

50

位３８’’において、キャリア層により広がる平面にある少なくとも一つの方向、例えば
方向６２において、導体トラック３７の範囲が、少なくとも100μm、好ましくは200から4
00μmで、導体トラック２７の範囲より小さくなるように形成される。
【００７１】
　この場合、ある方向における導体トラックの範囲は、その方向により規定される直線が
導体トラックの２つの外側の輪郭、すなわち外側の輪郭のそれぞれ内側と外側、と交差す
る交差点間の距離を意味するものと理解される。方向が、導体トラックの長手方向に垂直
である場合、この範囲は導体トラック幅に一致する。従って、例えば、導体トラック２７
の長手方向が方向６２に配向される導体トラック２７の領域において、方向６１における
導体トラック２７の範囲は、導体トラック幅に一致する。反対に、導体トラック２７の長
手方向が方向６１に配向される導体トラック２７の領域において、方向６２における導体
トラック２７の範囲は、該領域における導体トラック２７の幅に一致する。
【００７２】
　この場合、一方向、すなわち、方向６１または６２だけでなく、方向６１及び６２双方
において、導体トラック部位３８に沿う導体トラック３８の範囲は、該方向における導体
トラック２７の範囲より小さいことが好ましい。これは、導体トラック部位３８’’に沿
う導体トラック３７の幅が、導体トラック部位２７’’に沿う導体トラック２７の幅より
も小さいことを意味する。この場合、一方向における導体トラック２７と３７の範囲の差
異は、第二の方向における第一と第二の導体トラックの範囲の差異と異なることが好まし
い。このようにして、導電送２０及び３０を適用または構築する際に、一方向及び／また
は他方向における異なる位置合わせ誤差を考慮することができる。（これらのプロセスの
）位置合わせ誤差が大きい第一の方向、例えば方向６２において、第一及び第二の導体ト
ラックの範囲の差異は大きくなり、位置合わせ誤差が小さい他の方向、例えば方向６１に
おいて、第一及び第二の導体トラックの範囲の差異は小さくなる。従って、少なくとも10
0μmの範囲の差異が一方向において提供され、少なくとも50μmの範囲の差異が他方向に
おいて提供され、第一の方向における範囲の差異は、第二の方向における範囲の差異より
も50μm 以上大きく提供されることが好ましい。例えば、方向６２が、ベース層２１及び
３１を適用するために用いられる印刷ユニットの走査でキャリア層が移動する方向を形成
する場合、方向６２における範囲の差異は方向６１における範囲の差異よりも大きく定義
される。従って、導体トラック２７の導体トラック幅は、導体トラック２７の長手方向が
方向６２に配向される導体トラック部位２８の領域よりも、導体トラック２７の長手方向
が方向６１に配向される導体トラック部位２８の領域において大きくなるように選択され
る。この場合、導体トラック幅の差異は、50から200μmであることが好ましい。
【００７３】
　導体トラック３７と導体トラック２７とが完全に重なる、導体トラック部位２７’’及
び３８’’は、それぞれ、導体トラック２７及び２８の少なくとも3/4巻を含む。導体ト
ラック部位３８’’及び２８’’は、それぞれ、導体トラック３７及び２７の1から3巻を
含む。それぞれ導体トラック部位２８’’及び３８’’に沿う導体トラック２７と導体ト
ラック３７との完全な重なりと、この領域における導体トラック２７の幅広い形状との結
果、２つの導体トラック部位２８’’ 及び３８’’の位置合わせに耐性のある容量結合
が得られ、導体トラック２７の導電率がこの領域において上がり、この結果、上述した利
点が達成される。さらに、導電トラック２６の提供が、導体トラック２６と導体トラック
２７の隣り合う部位との容量結合をもたらす。
【００７４】
　さらなるステップにおいて、電気回路、好ましくは、シリコンチップまたは有機エレク
トロニクスで作られた回路の形態の集積回路が、電極領域２３及び２４において図２に示
すフィルム体に適用され、例えば導電性接着剤により、電極領域２３及び２４に接触結合
される。この場合、導電層２０及び３０の特有の構造により、要求に応じて、電気回路を
フィルム体の最上面または底面に適用することが可能となり、または、２つの電気回路を
備え、一方の電気回路を最上面に配置し、第二の電気回路をフィルム体の底面に配置する
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ことが可能となる。
【００７５】
　導体トラック部位２８’’ 及び３８’’に関する図５から図７による実施形態に基づ
いて上述した、２つの導体トラック部位２８’’ 及び３８’’の位置合わせに耐性のあ
る容量結合の効果は、図８ａから９ｂを参照して、以下に詳述する。
【００７６】
　図８ａは、コイル形状の導体トラック８１が導電層２０に形成されるとともに、コイル
形状の導体トラック８３が導電層３０に形成される、領域７２からの抜粋を示す。導体ト
ラック８１及びコイル形状の導体トラック８３は、導体トラック部位８２及び８４をそれ
ぞれ有し、これらは、コイル形状の導体トラックの少なくとも3/4巻を含み、これらの個
々の抜粋が図８ａから９ｂに示される。図８ａ及び図８ｂの図に示すように、この場合、
導体トラック部位８２は、少なくとも導体トラック部位８２の1/4巻を含む領域において
、好ましくは導体トラック部位８２の全領域において、導体トラック部位８４と完全に重
なる。図８ａは、導体トラック８１および８５の巻の２つの対向する部分的部位における
、導体トラック部位８２と導体トラック部位８４との完全な重なりを示している。
【００７７】
　この場合、図８ｂに示すように、キャリア層１０により広がる平面にあるとともに図８
による断面図の断面にある方向における導体トラック８３の範囲８６は、この方向におけ
る導体トラック８１の広がり８５よりも値ｒ小さい。従って、導電層２０及び３０の構造
化中の位置合わせの不精確さにより生じ得る、コイル形状導体トラック８１及び８３の互
いの変位は、値ｒが十分大きく選択される限り、特に、位置合わせ誤差よりも大きく選択
される限り、導体トラック部位８２及び８４の容量結合によりもたらされる容量性部分の
変化を生じない。これは、図９ａ及び図９ｂに例示されており、これらは領域７２′から
の抜粋を示し、コイル形状の導体トラック８１および８３が、導電層２０及び３０の構築
中の位置合わせの不精確さにより、所望の事前位置（図８ａ、図８ｂ）に対して変位して
いる。
【００７８】
　図３によるフィルムエレメントのさらなる実施形態を、図１０ａから図１２ｂを参照し
て説明する。図１０ａは、フィルムエレメントの領域７３の上面の概略平面図を示す。図
１０ａに示すように、コイル形状の導体トラック１０３が、観察者に対向する導体層に備
えられ、該導体トラックの一端は電極領域１０６に接続され、他端は貫通領域１０８に接
続されている。キャリア層１０により分離された下方に位置する導電層において、コイル
形状導体トラック１０１が形成され、その一端は貫通領域１０８に接続され、その他端は
電極領域１０７に接続されている。図１０ｂは、フィルムエレメントの領域７３の底面か
らの概略平面図を示す。ここでは、コイル形状の導体トラック１０１を備える導電層が観
察者に対向し、コイル形状の導体トラック１０３は、キャリア層１０に分離された状態で
、コイル形状の導体トラック１０１の下方に備えられる。図１０ａ及び１０ｂに示すよう
に、コイル形状の導体トラック１０３は2巻を有し、コイル形状の導体トラック１０１は1
巻を有する。しかしながら、コイル形状の導体トラック１０１及び１０３の巻数は、異な
って、3/4巻から5巻の範囲で選択されることが好ましい。図１０ａ及び１０ｂにおいてさ
らに分かるように、コイル形状の導体トラック１０１は、導体トラック部位１０２を有し
、これは導体トラック１０３と部分的に重なり、導体トラック１０３は部分的部位１０４
及び１０５を有する導体トラック部位を有し、これは導体トラック部位１０２と部分的に
重なる。この場合、２つの部分的部位１０４及び１０５は、コイル形状導体トラック１０
３の異なる巻に割り当てられる。従って、図１０ａ及び図１０ｂによる配置によれば、導
体トラック部位１０２は、導体トラック部位１０２の3/4巻よりやや多くを含む（一点鎖
線により区切られた）領域１０９において、導体トラック１０３の導体トラック部位の２
つの部分的部位１０４及び１０５とそれぞれ重なり、２つの部分的部位１０４及び１０５
は、コイル形状導体トラック１０３の異なる巻に割り当てられている。
【００７９】
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　これは、図１１ａ及び図１１ｂにも示されており、領域７３の平面図及び断面図からの
抜粋を示している。
【００８０】
　この場合、この領域における第一の導体トラック部位に対する横方向の各交差線に対し
て、部分的部位と第二の導体トラック部位に沿う交差線との各交差点が少なくとも半巻の
距離で互いに配置される場合、２つの部分的な部位が、第二の導体トラック部位の異なる
巻に割り当てられる。
【００８１】
　図１１ｂに示すように、導体トラック部位１０２は、導体トラック幅９２を有し、部分
的部位１０４及び１０５は、それぞれ導体トラック幅９３及び９４を有する。さらに、２
つの部分的部位１０４及び１０５は、互いに距離９１の間隔を置いている。この距離９１
は、図１１ｂに示すように、部分的部位１０４及び１０５の互いに対向する側面により決
定される。
【００８２】
　領域１０９において、導体トラック部位１０３の２つの部分的部位１０４及び１０５の
間の距離９１は、第一の導体トラック部位の幅９２より、少なくとも値ｒ小さく選択され
る。さらに、導体トラック部位１０３の２つの部分的部位１０４及び１０５のそれぞれの
幅９３及び９４と、２つの部分的部位１０４及び１０５の間の距離９１との総和は、第一
の導体トラック部位１０１の幅９２より、少なくとも値ｒ大きく選択される。
【００８３】
　導体トラックの幅及びそれらの間隔は、同一の交差直線に基づいて決定され、この直線
は、導体トラック部位または部分的部位の内側の輪郭に対して垂直であるか、または第一
の方向に平行に配向されることが好ましい。
【００８４】
　この条件は、全導体トラック１０２に沿って満たされることが好ましい。従って、導体
トラック幅９３、９４及び９２と距離９１とが領域１０９に沿って変化する場合、これら
の値は上記条件が満たされるように局所的に選択される必要がある。
【００８５】
　コイル形状の導体トラック１０１及び１０３のこの構造と互いに対する配置は、第一に
、－既に上述した－導体トラック部位１０２による導体トラック１０３の部分的部位の容
量結合の一連の利点をもたらし、さらに、導電層２０及び３０の構造中の位置合わせの不
精確さがアンテナの共振周波数に影響しない、またはわずかしか影響しない、という効果
を有する。これは、図１２ａ及び図１２ｂに示され、これらの図は、所望の状況（図１１
ａ、図１１ｂ）に比べたコイル形状の構造１０１及び１０３の互いの相対的な変位を示し
、該変位は、位置合わせの不精確さにより生じる。図１１ｂ及び図１２ｂによる断面図の
断面線の方向における相対的な変位の場合は、一方の容量性エレメントのキャパシタンス
は増加するとともに、他方の容量性エレメントのキャパシタンスは減少し、従って、全キ
ャパシタンスは全体では実質的に変わらない。
【００８６】
　図３によるフィルムエレメントのさらなる典型的な実施形態を、図１３ａから図１４ｂ
を参照して説明する。図１３ａ及び図１３ｂは、フィルムエレメントの領域７５からの抜
粋を示し、コイル形状の導体トラック１１３が導電層３０に形成されるとともに、コイル
形状の導体トラック１１１が導電層２０に形成されている。コイル形状の導体トラック１
１１は、コイル形状の導体トラック１１１の少なくとも3/4巻を含む導体トラック部位１
１２を有し、コイル形状の導体トラック１１３は、少なくとも3/4巻を含む導体トラック
部位１１４を有する。導体トラック部位１１２及び１１４は、それぞれコイル形状の導体
トラック１１１及びコイル形状の導体トラック１１３の3/4から3巻を含むことが好ましい
。
【００８７】
　図１３ｂに示すように、導体トラック部位１１４は、導体トラック幅９８を有し、導体
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トラック部位１１１は、導体トラック幅９７を有する。図１３ａ及び図１３ｂに示すよう
に、導体トラック部位１１１に沿って、導体トラック部位１１１は、導体トラック部位１
１２のｔ巻を含む少なくとも一つの領域において、少なくとも部分的に導体トラック部位
１１４と重なり、または、全導体トラック部位１１２沿って、部分的に導体トラック部位
１１４と重なる。第一の導体トラック部位に沿う、これらの領域において、コイル形状の
導体トラック１１１及び１１３の部分的に重なる巻のそれぞれの外径は異なる。その結果
、図１３ｂに示すように、コイル形状の導体トラック１１１の部分的に重なる巻の外径９
５と、コイル形状の導体トラック１１３の部分的に重なる巻の外径９６とは、領域の各点
で決定される。この場合、外径は、キャリア層により広がる平面にある方向に平行に決定
される交差線に沿って決定されるか、または第一及び第二の導体トラック部位の共通領域
の重心を通って位置する。さらに、特に、第一及び第二の導体トラック部位が矩形または
正方形の場合、交差線の配向に対して、1/4巻（第一及び第三の四分円）を含む第一の領
域では第一の方向が用いられ、1/4巻（第二及び第四の四分円）を含む第二の領域では、
好ましくは第一の方向に垂直な第二の方向が用いられる。しかしながら、第一及び／また
は第二の導体トラック部位、すなわち、導体トラック部位１１２及び／または１１４それ
ぞれの、それぞれ考慮される部分的部位に垂直な交差線が用いられることが好ましい。
【００８８】
　既に上述したように、この場合、コイル形状の導体トラック１１１及び１１３は、外径
９５および９６が値ｒ異なり、導体トラック９７及び９８がそれぞれ値ｒの２倍より大き
いように構成される。
【００８９】
　このことは、さらに図１４ａ及び図１４ｂを参照して示すように、コイル形状の導体ト
ラック１１１及び１１３の互いに相対的な変位の際に、例えば、図１４ｂに示す変位の場
合、一方の側ではキャパシタンスは増加し（左側）、フィルムエレメントの他方の側では
キャパシタンスはそれに応じて増加し（左側）、従って全容量は一定であるため、アンテ
ナの全キャパシタンスは変わらないか、わずかに変わるだけである、という効果をもたら
す。
【００９０】
　続いて、図１５ａから図１５ｄは、導体トラック部位、すなわち、導体トラック部位１
０２及び１１２が、構造化された導体トラック部位１０２’、１０２’’、１１２’、及
び１１２’’として構造化及び形成された、図１１ａから図１４ｂによる典型的な実施形
態のバリエーションを示す。この場合、導体トラック部位の構造化は、導体トラックが、
少なくとも導体トラック部位の部分的領域において、波形状及び／またはジグザグ形状に
形成されるように選択されることが好ましい。この結果、導体トラック１０１及び１１１
の有効長は狙い通りに長くすることができ、その結果、導体トラックの抵抗が増加する。
抵抗の増加により、アンテナの帯域幅を広げることができる。導体トラック１０３及び１
１３との完全なまたは部分的な重なり－図１０ａから図１４ｂによる典型的な実施形態で
説明したように－と併せて、特に導体トラックの波及び／またはジグザグ形状を備える構
造化の結果、重なりの結果として生じるキャパシタンスが低減され、その結果、アンテナ
の共振周波数を増すことができる。従って、導体トラック部位の構造化の結果として、ア
ンテナ構造は、帯域幅、電気抵抗パラメータに選択的に影響される共振周波数、インダク
タンス及びキャパシタンスに関する要求に対して、正確に設定可能となる。
【００９１】
　さらに、図５から図１５ｄによる実施形態を、互いに組み合わせてもよい。従って、例
えば、図１６ａ及び１６ｂは、導体トラック部位１２４を有するコイル形状の導体トラッ
ク１２３が導電層３０に形成されるとともに、導体トラック部位１２２を有するコイル形
状の導体トラック１２１が導電層２０に形成される実施形態を明示している。図１７ａ及
び図１７ｂは、導体トラック部位１３６を有するコイル形状の導体トラック１３３と、２
つの部分的部位１３５及び１３４を有する導体トラック部位とが、導電層３０に形成され
るとともに、導体トラック部位１３２を有するコイル形状の導体トラックが導電層２０に
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形成される実施形態を明示している。
【００９２】
　本発明の更なる実施形態が、図４に明示される。図４は、キャリア層１０と、加飾層４
１及び４２と、導電層２０及び３０と、保護層５１及び５２とを含む、フィルムエレメン
ト２を示している。層１０、２０、３０、４１、４２、５１及び５２に関しては、図１か
ら図３及び図５から図７に関する説明を特に参照されたい。従って、図４による典型的な
実施形態では、導電層２０及び３０は、キャリア層１０と、キャリア層１０の両面に適用
された加飾層４１及び４２とから形成された、多層キャリア層１０’に適用される。この
場合、キャリア層１０の特に好ましい実施形態は、光学活性表面レリーフがキャリア層１
０の両面に複製され、（金属性）導電層２０及び３０を金属層２０および３０が備えられ
る領域へ引き続き適用する結果、導電層２０及び３０は、光学活性表面構造により生じる
光学可変効果を可視化する反射層を提供する、という事実に基づく。その結果、偽造が困
難なセキュリティ特性が、簡単な方法で、フィルムエレメント２に一体化可能となる。金
属層２０及び３０におけるどのような変化も、一方ではアンテナ構造の電気的特性に影響
し、他方ではフィルムエレメントの光学的特性に影響するため、光学的なセキュリティエ
レメント及び非接触で読み取り可能なセキュリティエレメントは、互いにかみ合って互い
を保護する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００９３】
【特許文献１】DE 19 601 358 C2
【特許文献２】EP 1 179 811 A1

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】

【図５】
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【図６】 【図７】

【図８ａ】

【図８ｂ】

【図９ａ】

【図９ｂ】

【図１０ａ】
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【図１０ｂ】 【図１１ａ】

【図１１ｂ】

【図１２ａ】

【図１２ｂ】

【図１３ａ】

【図１３ｂ】

【図１４ａ】

【図１４ｂ】

【図１５ａ】

【図１５ｂ】
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【図１５ｃ】

【図１５ｄ】

【図１６ａ】

【図１６ｂ】

【図１７ａ】

【図１７ｂ】
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【手続補正書】
【提出日】平成22年11月6日(2010.11.6)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　多層フィルムエレメント（１、２）であって、
　800μm未満の層厚を有する柔軟な誘電体キャリア層（１０）を含み、
　第一のコイル形状の導体トラック（２７、８１、１０１、１１１、１２１、１３１）が
前記フィルムエレメントの第一の領域（７１から７７）に形成される、第一の導電層（２
０）を含み、
　第二のコイル形状の導体トラック（３７、８３、１０３、１１３、１２３、１３３）が
前記第一の領域（７１から７７）に形成される、第二の導電層（３０）を含み、
　前記誘電体キャリア層（１０）が、第一及び第二の導電層の間に配置され、第一及び第
二の導体トラック（２７、３７）が少なくとも複数の領域で重なり、互いに結合してアン
テナ構造を形成し、
　第一のコイル形状の導体トラックの少なくとも3/4巻を含む第一の導体トラック部位が
、第二のコイル形状の導体トラックの少なくとも3/4巻を含む第二の導体トラック部位と
、前記キャリア層により広がる平面に垂直な方向（６３）に対して、少なくとも複数の領
域で重なり、特に、前記キャリア層（１０）により広がる平面にある第一の方向（６１）
における第一のコイル形状の導体トラック（２７、２８、８１、８３、１０１、１０２、
１１１、１１３、１２１、１２３、１３１、１３３））の変位の際に、第一及び第二の導
体トラック部位が重なる領域の面積寸法が、100μmで一定となるように、前記第二の導体
トラック部位と少なくとも複数の領域で重なり、
　第一の導体トラック部位（１０２）のｔ巻を含む領域において、第一の導体トラック部
位（１０２）が第二の導体トラック部位の少なくとも二つの部分的部位（１０４、１０５
）とそれぞれ少なくとも部分的に重なり、二つの部分的部位（１０４、１０５）が、第二
のコイル形状の導体トラック（１０３）の異なる巻に割り当てられ、ｔ≧1/4である、
多層フィルムエレメント。
【請求項２】
　前記領域において、第二の導体トラック部位（１０３）の２つの部分的部位（１０４、
１０５）の間の距離（９１）が、第一の導体トラック部位（１０２）の幅（９２）より少
なくとも値ｒ小さく、前記領域において、２つの部分的部位（１０４、１０５）の幅（９
３、９４）と２つの部分的部位（１０４、１０５）の間の距離との和が、第一の導体トラ
ック部位（１０１）の幅（９２）より少なくとも値ｒ大きく、ｒ≧100μmであり、特に、
部分的部位それぞれの幅≧ｒであること、
を特徴とする請求項１に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項３】
　第一の導体トラック部位のｔ巻を含む領域において、第一の導体トラック部位（２８、
８２）が第二の導体トラック部位（３８’’、８４）と完全に重なり、第一の導体トラッ
ク部位に沿うこの領域において、前記キャリア層により広がる平面にある少なくとも一つ
の第一の方向（６５）における第二の導体トラック（３７、８３）の範囲が、第一の導体
トラック（２７、８１）の範囲より、値ｒ小さく、ｔ≧1/4及びｒ≧100μmであること、
を特徴とする請求項１または２に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項４】
　第一の導体トラック部位（２８’’）が、前記キャリア層により広がる平面に垂直な方
向（６３）に対して、第二の導体トラック部位（３８’’）と完全に重なり、第一の方向
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（６１）における第一の導体トラック部位（３８’’）に沿って、第二の導体トラック（
３７）の範囲が、第一の導体トラック（２７）の範囲より、少なくとも100μm小さいこと
、
を特徴とする請求項１から３のいずれか１項に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項５】
　前記キャリア層により広がる平面にある第二の方向（６２）における第一の導体トラッ
ク部位（２８’’）に沿って、第二の導体トラック（３７）の範囲が、第一の導体トラッ
ク（２７）の範囲より、少なくとも50μm小さく、第一及び第二の方向（６１、６２）が
直交すること、
を特徴とする請求項３または４に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項６】
　第一の導体トラック部位（２８’’）に沿う、第二の方向（６２）において、第二の導
体トラック（３７）の範囲が、第一の導体トラック（２７）の範囲より、200から400μm
小さいこと、
を特徴とする請求項３または４に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項７】
　第一の導体トラック部位（２８’’）に沿って、第一の方向（６１）における第一及び
第二の導体トラックの範囲の差異が、第二の方向（６２）における第一及び第二の導体ト
ラックの範囲の差異より大きく、特に20％以上大きいこと、
を特徴とする請求項３または４に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項８】
　第一の導体トラック部位（１１１）のｔ巻を含む領域において、第一の導体トラック部
位（１１１）に沿って、第一及び第二の導体トラック部位（１１１、１１４）が部分的に
重なり、前記キャリア層により広がる平面にある少なくとも一つの第一の方向（６１）に
おける第一のコイル形状の導体トラック（１１１）及び第二のコイル形状の導体トラック
（１１３）のそれぞれの巻の外径（９５、９６）が、値ｒ異なり、第一のコイル形状の導
体トラック（１１１）及び第二のコイル形状の導体トラック（１１３）の幅が、それぞれ
、値ｒの２倍より大きく、ｔ≧1/4及びｒ≧100μmであること、
を特徴とする請求項１～７のいずれか１項に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項９】
　各巻の外径が大きいコイル形状の導体トラックの幅（９７）が、各巻の外径が小さいコ
イル形状の外径トラックの幅（９８）より小さいか等しいこと、
を特徴とする請求項８に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項１０】
　ｔ＜3、特にｔが3/4から1の範囲から選択されること、
を特徴とする請求項１～９のいずれか１項に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項１１】
　ｔ≧3/4であること、
を特徴とする請求項１～１０のいずれか１項に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項１２】
　ｒ≧400μmであること、
を特徴とする請求項１～１１のいずれか１項に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項１３】
　ｒ≦500μm、特にｒ≦400μmであること、
を特徴とする請求項１～１２のいずれか１項に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項１４】
　第一のコイル形状の導体トラックと、第二のコイル形状の導体トラックとが、同じ巻方
向であること、
を特徴とする請求項１～１３のいずれか１項に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項１５】
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　第一及び／または第二のコイル形状の導体トラックが、第一の導体トラック部位（１０
２’、１０２’’、 １１２’、１１２’’）及び／または第二の導体トラック部位にお
いて構造化され、特に、ジグザグ形状または波線形状で構造化されること、
を特徴とする請求項１～１４のいずれか１項に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項１６】
　第一及び／または第二のコイル形状の導体トラックが、第一の導体トラック部位及び／
または第二の導体トラック部位において、周期的な構造化関数に従って構造化され、構造
化関数の周期が10mm未満、特に5mm未満であること、
を特徴とする請求項１５に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項１７】
　第一の導体トラック（２７）が、第一の導体トラック部位（２８’’）に隣り合う第三
の導体トラック部位（２９）を有し、第三の導体トラック部位（２９）の導体トラック幅
が、第一の導体トラック部位（２８’’） の導体トラック幅未満であること、
を特徴とする請求項１～１６のいずれか１項に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項１８】
　第三の導体トラック部位（２９）の導体トラック幅が、第一の導体トラック部位（２８
’’） の導体トラック幅より少なくとも100μm小さいこと、
を特徴とする請求項１７に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項１９】
　第三の導体トラック部位（２９）の導体トラック幅が、第一の導体トラック部位（２８
’’） の導体トラック幅の10から50％の間であること、
を特徴とする請求項１７または１８に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項２０】
　第三の導体トラック部位（２９）が、第一のコイル形状の導体トラック（２７）の少な
くとも1巻を含み、好ましくは第一のコイル形状の導体トラック（２７）の少なくとも2巻
を含むこと、
を特徴とする請求項１７～１９のいずれか１項に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項２１】
　内側の導体トラック部位としての第一の導体トラックのコイル形状の実施形態に対し、
第三の導体トラック部位（２９）が、第一の導体トラック部位（２８’’）と隣り合うこ
と、
を特徴とする請求項１７～２０のいずれか１項に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項２２】
　第一の導体トラック部位が、第一のコイル形状の導体トラックの最外部の3/4巻を含む
こと、
を特徴とする請求項１７～２０のいずれか１項に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項２３】
　第一の導体トラック部位（２８’’）が、0.5から5mm、好ましくは1から2mmの導体トラ
ック幅を有すること、
を特徴とする請求項１～２２のいずれか１項に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項２４】
　第一の方向（６１）における第一の導体トラック部位（２８’’）に沿って、第二の導
体トラック（３７）の範囲が、第一の導体トラック（２７）の範囲より200から400μm小
さいこと、
を特徴とする請求項１～２３のいずれか１項に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項２５】
　第一の方向（６１）が、前記キャリア層の長手方向であること、
を特徴とする請求項１～２４のいずれか１項に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項２６】
　第一及び第二の導電層（２０、３０）が、1から18の層厚を有すること、
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を特徴とする請求項１～２５のいずれか１項に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項２７】
　第一及び第二の導電層（２０、３０）が、印刷法により構築されること、
を特徴とする請求項１～２６のいずれか１項に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項２８】
　第一及び／または第二の導電層の厚みが、一定でないこと、
を特徴とする請求項１～２７のいずれか１項に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項２９】
　第一及び第二の導体トラック（２７、３７）が、少なくとも一つの導電性貫通孔（６０
）を介して、前記キャリア層（１０）を通じて互いに接続されていること、
を特徴とする請求項１～２８のいずれか１項に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項３０】
　第一及び第二の導体トラック（２７、３７）が、互いに容量結合及び／または誘導結合
されること、
を特徴とする請求項１～２９のいずれか１項に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項３１】
　第一及び／または第二の導体トラックが、それぞれ、1から4巻、好ましくは2から3巻を
有すること、
を特徴とする請求項１～３０のいずれか１項に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項３２】
　第一及び第二の電極領域（２３、２４）が、第一及び／または第二の導電層（２０、３
０）に形成され、該電極領域が、それぞれ、第一及び／または第二の導体トラック（２７
、３７）に電気的に接続されること、
を特徴とする請求項１～３１のいずれか１項に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項３３】
　第一及び第二の電極領域（２３、２４；３３、３４）が、第一及び第二の導電層双方に
形成され、第一の電極領域（２３、３３）が少なくとも部分的に重なるとともに導電性貫
通孔（６０）を介して互いに接続され、第二の電極領域（２４、３４）が少なくとも部分
的に重なるとともに導電性貫通孔（６０）を介して互いに接続されること、
を特徴とする請求項３２に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項３４】
　第一の電極領域（２３）が第一の導体トラック（２７）に接続されるとともに、第二の
電極領域（２４）が第二の導体トラック（３７）に接続されること、
を特徴とする請求項３２または３３に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項３５】
　第三の導体トラック（２６）が、第一及び／または第二の導電層（２０、３０）に形成
され、該第三の導体トラックが、第一または第二の電極領域（２３、２４）に接続される
とともに、第一及び／または第二の導体トラックに容量結合及び／または誘導結合される
こと、
を特徴とする請求項３２～３４のいずれか１項に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項３６】
　第三の導体トラック（２６）が、多層フィルムエレメントの幅の少なくとも40％に亘り
広がること、
を特徴とする請求項３５に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項３７】
　多層フィルムエレメントが、第一及び第二の電極領域に電気的に接続される電気回路を
有すること、
を特徴とする請求項３２～３６のいずれか１項に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項３８】
　第一及び第二の電極領域（２３、２４）が、それぞれ少なくとも2mm2の大きさをそれぞ
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れ有すること、
を特徴とする請求項３２～３７のいずれか１項に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項３９】
　電極領域（２３、２４）が、フィルムエレメントのコーナーに配置されること、
を特徴とする請求項３２～３７のいずれか１項に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項４０】
　フィルムエレメントが、カード型の形状を有すること、
を特徴とする請求項１～３９のいずれか１項に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項４１】
　前記キャリア層（１０）が、250μmから12μm、好ましくは75μmから50μmの層厚を有
すること、
を特徴とする請求項１～４０のいずれか１項に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項４２】
　第一及び第二の導電層（２０、３０）が、前記キャリア層（１０）の反対の表面に適用
されること、
を特徴とする請求項１～４１のいずれか１項に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項４３】
　前記キャリア層が、プラスティックフィルム（１０）と加飾層（４１）とを有すること
、
を特徴とする請求項１～４２のいずれか１項に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項４４】
　加飾層（４１、４２）が、第一及び第二の導体トラック（２７、３７）の間、及び／ま
たは、前記キャリア層（１０）から離れた第一及び第二の導体トラック（２７、３７）の
面に配置されること、
を特徴とする請求項１～４３のいずれか１項に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項４５】
　前記加飾層が、第一及び／または第二の導電層（２０、３０）と併せて、光学可変セキ
ュリティエレメントを提供すること、
を特徴とする請求項４３または４４に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項４６】
　レリーフ構造が、少なくとも複数の領域において、第一及び／第二の導体トラックに形
成され、特に、光学可変効果を生じるレリーフ構造が、第一及び／第二の導体トラックに
形成されること、
を特徴とする請求項１～４５のいずれか１項に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項４７】
　前記加飾層が、光学可変効果を生じる層、特に、微視的なまたは巨視的な表面レリーフ
、特に、回折光学効果を有するレリーフ、またはレンズ構造、マット構造、またはブレー
ズ格子の形態の表面レリーフを有する層、薄膜層システム、液晶層、または光学活性色素
、特にエフェクト色素、UVまたはIR活性色素を有する層であり、前記加飾層が、第一及び
／または第二の導体トラックと少なくとも部分的に重なるように、前記フィルムエレメン
トに配置されること、
を特徴とする請求項４４または４５に記載の多層フィルムエレメント。
【請求項４８】
　以下のステップ：
　800μm未満の層厚を有する柔軟な誘電体キャリア層（１０）を提供し、
　第一のコイル形状の導体トラック（２７）の少なくとも3/4巻を含む第一の導体トラッ
ク部位（２８’’）を有する第一のコイル形状の導体トラック（２７）がフィルムエレメ
ントの第一の領域（７１）に形成される、第一の導電層を、前記キャリア層（１０）の第
一の表面に適用し、
　第二のコイル形状の導体トラック（３７）の少なくとも3/4巻を含む第二の導体トラッ
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ク部位（３８’’）を有する第二のコイル形状の導体トラック（３７）が第一の領域（７
１）に形成される、第二の導電層（３０）を、前記キャリア層（１０）の第二の表面に適
用し、
　第一及び第二の導体トラック（２７、３７）が少なくとも複数の領域で重なり、互いに
結合されてアンテナを形成し、特に、この場合、前記キャリア層により広がる面にある第
一の方向（６１）における、第二のコイル形状の導体トラックに対する第一のコイル形状
の導体トラックの変位の際に、第一及び第二の導体トラック部位の重なる領域の面積寸法
が、100μmで一定であるように、該第二の表面が第一の表面の反対側にあること、
を含み、
　第一の導体トラック部位（１０２）のｔ巻を含む領域において、第一の導体トラック部
位（１０２）が第二の導体トラック部位の少なくとも二つの部分的部位（１０４、１０５
）とそれぞれ少なくとも部分的に重なり、二つの部分的部位（１０４、１０５）が、第二
のコイル形状の導体トラック（１０３）の異なる巻に割り当てられ、ｔ≧1/4である、
多層フィルムエレメント（１、２）の製造方法。
【請求項４９】
　第一及び／または第二の導電層（２０、３０）を適用するために、第一のステップにお
いて、印刷法により構築された導電性のベース層（２１、３１）が適用され、続いて電気
補強層（２２、３２）が前記ベース層に適用され、前記ベース層（２１、３１）及び前記
電気補強層（２２、３２）が異なる材料から成ること、
を特徴とする請求項４８に記載の多層フィルムエレメントの製造方法。
【請求項５０】
　前記ベース層（２１、３１）が、印刷法により、前記キャリア層（１０）に適用される
こと、
を特徴とする請求項５０に記載の多層フィルムエレメントの製造方法。
【請求項５１】
　前記ベース層（２１、３１）が、互いに同期する２つの印刷ユニットにより、前記キャ
リア層（１０）の反対の表面に印刷されること、
を特徴とする請求項５０に記載の多層フィルムエレメントの製造方法。
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